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A two-Iayered absorbing system composed of RC slab for outer layer and EPS (Expanded Poly-Styrol) 

block for back layer， has b巴en proposed to effectively absorb the impact force occurred due to falling 

rocks colliding against rockfall retaining-wall. The design method for the absorbing system has been 

proposed and its applicability was experimentally confìrmed. The evaluation method of tumbling stabiト

ity based on the conservation concept of angular momentum was also proposed. An applicability of the 

method was confìrmed comparing with experimental results for the prototype walls on the foundation of 

concrete. However， in order to establish a more reasonable design system for a rockfall retaining-wall， 

the material property of ground must be considered. Here， an applicability of the method was confìrmed 

performing a numerical analysis considering material prope円ies of ground. 
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1 . はじめに い場合ほど転倒安定性が劣る結果と なり， 実現象に対
応していないことが指摘されている.

我が国の山岳あるいは海岸沿いの道路には， 小規模
落石等から道路通行の安全性を確保するために， 落石

防護 擁壁(以後 ， 擁壁)が設置されている. しかしなが
ら， 落石防護 擁壁の被 害実態調査1 )によると ， 小規
模 落石によってひび割れの発生やコンクリート片の剥
離， 剥 落を生じている場合が多数確認 されている. 写
真一1 には 落石防護 擁壁の 損傷の一事例 を示している.

現在， 擁壁 は 落石対策便覧1 )に基づき， 擁壁を弾
性地盤に支持された剛体と仮定し， 落石の衝突によっ
て 擁壁に伝達される運動エネルギーと基礎地盤の弾性
応答による変形エネルギーが等価と なる 水平変位およ
び回転が許容されるものと して設計されている. した
がって， 通常無筋コンクリ ト製(以下， C製)の重力
式 擁壁が用いられている. しかしながら， 落石対策便
覧に規定されている設計手法の場合には， 基礎地盤の
弾性係数と 極限支持力に線形関係が成立していないた
め， その弾性係数に対する極限支持力の増 加割合が低
く見積もられること から， 基礎地盤の弾性係数が大き

著者らは， まず実際の現象を検証するために， C製
擁壁の実規模実験や数値解析を実施している 3) そ
の結果， 衝突エネルギーの小さい 段階から， 1)曲げひ
び割れや壁厚方向のせん断ひび割れが発生すること ，
2)上端近傍への衝突の場合にはブロック化したコンク
リートが剥離する場合もあること 等， 実際に見られる
損傷形態を再現している. さらに， 擁壁の耐衝撃性向

写真一1 落石防護擁壁の損傷状況
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上法に関する手法を 提案し，種々の検討を行っている.
提案した耐衝撃性向上法は， 鉄筋コンク リート製(以

下， RC製 )を採用する場合と C製 擁壁の 落石衝突面に
緩衝工を設置する場合である.

RC製 擁壁を採用する場合については， その耐荷性
状を把握するために実規模実験や数値解析を実施し検
討を行っている4) その結果， 上述の C製 擁壁と同様
の曲げやせん断ひび割れが発生するものの， 異形鉄筋
の補強 効果によって大幅に耐衝撃性を向上可能で、ある
ことを明らかにしている. また， 転倒安定性に関して
もコンク リート基礎上で滑動を制御した条件下におけ
る実規模実験結果に基づいた合理的なー設計手法を 提
案し， 実験結果や数値解析結果と比較することにより，
その妥当性の検討も行っている 5) さらに， 基礎地盤

の物性を変化させ 擁壁底面と地盤面との滑動を許容し
た場合の数値解析を実施し， 落石防護 擁壁の挙動を検
討している6) その結果， 1 )重錘衝撃力は， 基礎地盤
の物牲に 依存しないこと， 2) 提案した転倒安定性に関
する設計手法 は， 安全側で評価可能であること， 等を
明らかにしている.

一方， C製 擁壁の 落石衝突面に緩衝工を設置する場
合については， 擁壁に伝達される衝撃力を緩和しかっ
分 散させる目的で， 擁壁の 落石衝突面に二層緩衝構造
を設置する子法を 提案している. 提案の二層緩衝構造
は， 表層材がRC版， 裏層材が発泡スチロール(以下，
EPS )材から構成されるものである. 国一1 に二層緩
衝構造の概略図を示している. 本構造 は二種類の異な
る力学 特性を有 する材料を組み合わせて積層化したも
のである. その緩衝性能および応力分散性能に関する
検討は， 緩衝構造のみを対 象とした重錘衝突実験や数
値解析を実施することにより行っている7) さらに，
実規模 C 製 擁壁に適用した場合に関する重錘衝突実
験や数値解析も実施し， 緩衝性能や応力分散性能に関
する検討を行っている8).9) これ までに得られた知見
を整理すると， 1 )二層緩衝構造を設置することによっ
て， エネルギー的には C製， RC製の それぞれ6 倍，
3 倍以上の緩衝効果が期待できる. 2)最大重錘衝撃力
は， C製， RC製の場合に比較して， それぞれ 1/4 ， 113 
以下に緩和可能となる. 3 ) 擁壁 高さが 2 mの場合で本
研究と同条件での実規模実験において，緩衝構造を設
置しない C 製 擁壁の場合は， 16 kJ程度の衝撃エネル
ギーで重錘衝突位置近傍のコンク リー卜がひび割れ貫
通し終局を迎えているのに対し， 表層RC版厚 10c m，
裏層 EPS材厚を 25 c m の二層緩衝構造を設置するこ

とにより， 1 21 kJ程度の衝撃エネルギ まで 擁壁本体
に 損傷が発生せず， 衝撃に対して十分な安全性を確保
できることを明らかにしている. また， 二層緩衝構造
や 擁壁本体構造の設計において重要となる最大伝達衝
撃力を評価するための算定式の定式化を試みlO)， 二層
緩衝構造の実務レベルでの設計手法を 提案している.

二層緩衝構造
R仁(表層材)

落石

道路側 乱咽咽、，al

 

山山{

図-1 ニ層緩衝構造の概略図

さらに， C製およびRC製 擁壁に関する考え方 5)を踏
襲して重心浮上量算定式を定式化 し， その適用性を実

規模実験結果9)や数値解析結果と比較することにより
検討を行っている11) その結果， 1) 3 次元弾 塑性衝撃
応答解析により， 重心浮上量が大略質定可能であるこ
と， 2) 提案した転倒安定性評価手法が工学 的に十分適
用可能で、あること， 等を明らかにしている. しかしな
がら， 提案している最大伝達衝撃力を評価するための
算定式10)を用いて二層緩衝構造の実設計を実施した
場合には， 大きな衝突エネルギーに対しでも 擁壁本体
の 損傷が発生しないことから， 転倒安定の照査により
擁壁形状が決定されることが想定される. また， 転倒
安定性は， 基礎地盤の物性に影響されることも考えら
れる. よって， 二層緩衝構造を設置した C製 擁壁のよ
り合理的な耐衝撃設計法を確立するためには， 基礎地
盤の物性を考慮、した転倒安定性に関する検討が肝要で
あるものと考えられる.

本論文では， 先に発表 したこ層緩衝構造を設置した
C 製 擁壁の重心浮t量定式化11 )を基に基礎地盤の地
盤物性を変化させ， 擁壁底面と地盤面との滑動を許容
させた場合の適用性について検討を行うものである.
検討方法は， コンク リート基礎kで滑動を制御した実
規模実験結果と， 基礎地盤の地盤物性を変化させ， か
っ 擁壁底面と地盤面との滑動を許容させた 3 次元弾 塑
性衝撃応答 解析結果の衝撃力や重心浮上量を， 提案の
算定式が得られる値を比較することにより行うもので
ある.

本研究で対 象とした 擁壁は， 実構造として建設され
ている 高さ 2 m の形式であり， 二層緩衝構造は表層材

RC版厚が 10 � 15 c m， 裏層 EPS材厚が 25 � 5 0  c mの
規模のものである.

2. 実規模重錘衝突実験の概要

2.1実験方法

本実験では 擁壁の転倒および 損傷に着目することと
し， コンク リート基礎上にストッパーを設けて 水平移
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写真一2 実験風景

図-2 実規模重錘衝撃実験のC製擁壁模型

動を拘束 した. このことから， 擁壁 の回転運動は 擁壁
基部前面を中心に起こることとなる. 実験に使用した
重錘は， 質量 2，000 kg， 直径 1. 0 m の円住状であり， 衝
突部が 半径 80 cm の球面状となっている鋼製重錘であ
る. 衝撃荷重は， 門型フレームに 吊り下げられた重錘
をトラッククレー ンで所 定の高さまで吊り上げ， 着脱
装置による振り子運動によってRC版の所 定の位置へ
水平 に作用させることとした. 重鍾衝突位置は， 設計

上で規定されている最も 厳しい高さである 0.9H とし
ている. 写真一2には実験風景 を示している.

実験における測 定項目は， 鋼製重錘に 埋 設されてい
るひずみゲージ型 加速度計(容量 1，000 G， 応答周波数
特性D C � 7 kHz)による重錘 加速度波形， 擁壁表 面に
凹凸が生じないように埋設された衝撃応力測 定用ロー
ドセル(受圧径32 mm， 容量 9.8 MPa， 応答周波数D C
� 1 kHz)による伝達衝撃応力波形およびレーザ 式変位
計(容量 200 mm， 応答周波数D C � 91 5 Hz)による 擁
壁 各点の変位波形である. これらの波形は， 広帯域用
アナログデータレコーダ に一括収録し， A/I)変換の後 ，
各物理量に変換している.

2.2実験ケース

試験体 は， 実規模の 擁壁を用いて実施することとし
た. そのために， 擁壁の形状寸 法は， 実施工で多 用さ
れている標準断面13)を参考 に， 擁壁高さをH =2 m，
天端および基部の 壁 厚を それぞ れ 0 .4 m， 1 .0 m とし，
擁壁延長を 落石対策便覧で規定している l ブロックの

ι立盟

o 

�T !::重錘衝突断面 ス ト ッパ__:;-'い.000I ， μι二吋 ( mm)
園レーザ式変位計←重錘衝突位置

図-3試験体形状およびレーザ変位計配置

重鍾衝突中心位置

擁壁天端ライン 、ご， I " ，  

言

EPS. RC版設置
生虫E (mm) 

図-4衝撃応力測定用ロードセルの配置図

表-1 実験ケース一覧

EPS厚 RC 版厚 重錘衝突速度
実験ケース (cm) (cm) (mJs) 
E25-R10-V1 
E25-R10-V3 3 
E25-R10-V5 5 
E25-R10-V7 25 10 7 
E25-R10-V9 9 
E25-R10-V11 11 

E50-RI5-V1 
E50-RI5-V3 3 

E50-RI5-V5 5 
E50-RI5-V7 50 15 7 

E50-RI5-V9 9 
E50-R 15-V 11 11 

長さと同様 に， 擁壁高さの 4倍である 8.0 m としてい
る. ま た， 二層緩衝構造 は， 表層材に 10 � 15 cm 厚
のRC版， 裏層に 25 � 50 cm 厚のEPS 材を用いる場
合を基本構成とし， 緩衝構造の大きさを 4 m x 2 m と
して実験を行っている. RC版の鉄筋量は， 直交方向
の鉄筋比 を 1.0 %とした単鉄筋としている. 図-2 に
は， 本研究において基本としている二層緩衝構造を設
定した実規模実験の C 製 擁壁模型を示している. ま
た， 図ー3， 図-4 には， それぞれ試験体形状および
レーザ 式変位計配置状況， 衝撃応力 測 定用ロードセル
の配置 図を示している.

実験ケース は， 表ー1に示す全 12ケースである. 表
中の実験ケース名 は， 裏層EPS 材厚( cm)， 表層RC版
厚(cm)， 重錘衝突速度(mls)を それぞれE ，R， V の略記
号 の後に明記し， これらをハイフンで結ん で表 してい
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表-2解析ケース一覧

EPS RC 重鍾衝突

解析ケース 厚 版厚 速度 基礎

(cm) (cm) (m1s) 地盤
E25-R10-V5-N20 N=20 

E25-R10-V5-N50 
5 

N=50 

E25-R10-V5-R 岩盤
E25-RlO-V5-C コンクリート
E25-RlO-V7-N20 

25 10 N=20 

E25-RlO-V7-N50 
7 

N=50 

E25-R10-V7-R 岩盤
E25-R10-V7-C コンクリート
E50-RI5-V7-N20 N=20 

E50-RI5-V7-N50 
7 

N=50 

E50-RI5-V7-R 岩盤
E50-R 15-V7-C コンクリート
E50-R 15-V9-N20 

50 15 N=20 

E50-RI5-V9-N50 
9 

N=50 

E50-RI5-V9-R 岩盤
E50-R 15-V9-C コンクリート

る. な お， 各 実験ケース において ， 二子 層緩衝 構造を 構
成す る各部材(EPS 材 ， RC版)は 常 に未使用材を用い
るこ ととした. しかしながら ， 擁壁本 体 は いずれの 実

験 においても 損傷 が確認 されな いこ と より ， 同ー の試
験 体を用いるこ ととしている.

3. 解析仮定

3.1解析モデル

本 研究の数値解析 に用 いた構造解析 プログラム は ，
解析手 法に有限 要素 法を用いた非線形 衝撃応答解析 用

汎用 コー ド LS-DYN A( Ver. 960)12) であ る. LS-DYN A  
は ， 構造物の大変形問題， 衝突体と 非衝突体との接触

問題および 予め組み込まれて いる材料 物性モデルを
用 いるこ とにより 非線形問題を数値解析 す るこ とが 可
能な衝撃応答解析 用 汎用 コー ド であ る. な お， 本解析
コー ド では ， 運動方程 式が中心差分に基づく陽解 法に
より時間 積分され， その 時間間隔は ， Courant の 安定条
件 を 満足 す るようにコ ド 内で 決定されて いる.

解析ケース一覧は 表一2に示している. 実験ケース
の E 2 5-RI0，E 50-R1 5について重錘衝突速度を それぞ
れ V= 5m1s，  7 m1s， および V=7 m1s，  9 m1sとし ， それ
ぞれに対して地盤の物性値を N 値=20 ， N 値=50， 岩
盤 (N 値=100)， コン クリートの 4種類に変化 させ た
16ケース として いる. 表 中の解析ケース 名 は ， 実験
ケース名と同様であり ， 最後に地盤物性値を(N20 :N
値=20， N50 :N値=50， R :岩盤 ， C:コン クリート)をハ
イフン で結ん で表している.

図-5には ， 有限 要素 モデルの一例としてE 25-RI0
の モデルを示して いる. こ こ では 図に示す ように構造
物全体の 対称 性を考慮、して 1 / 2にモデ、ル化した. 解析
モデルの 総要素 数 および 総 節 点数は， それぞれ 40，86 5，

擁壁本体

国一5要素分割図 (E25・RI0)

34，463 と なっている. 本 数値解析 に用 いた要素 は ， 基
本 的には8 節 点の 3次元固体要素 でモデ、ル化している
が ， 表層材RC版の鉄筋 ， 二層緩衝 構造 固定ボルトは ，
梁 要素 でモデ、ル化している. 要素 積分点、は 梁 要素では
4 点積分 ， 3次元団体要素に関しては解析精度を考慮し
EPSの要素には8点積分を用い， その他は l 点積分と
して いる. また， 全ての接触面 には浮き上 がりやリバ

ウン ド を正 し く評価 す るために面 と 面 の接触・剥離を
伴うす べりを考慮し た接触面を定義し， 擁壁と 基礎地
盤聞には 摩擦 係数 μ を N 値が 20， 50の 地盤には 0.6 ，

岩盤 ， コン クリート基礎には 0.7 を 与えている. 地盤
の境界 条件 は ， 底面 および側 面 は 完 全 固定とし ， さら
に無反射境界を設定している. また， 地盤の解析領域
については ， 境界 面 に無反射境界を設定して いるが ，
擁壁の前 後深 さ方向に擁壁 高さの 1. 5倍 であ る3 0 mを
考慮し た. 数値解析 における載荷方法は ， 初 期 に自重

解析 を行 い， 地盤への 自重解析 の 影響が 収束し た状態
から重錘の全節 点に設定した初速度を 付加 して 擁壁所
定の 位置に衝突させ るこ とに より行って いる. な お，
減衰定数に関しては ， こ れ までの数値解析 と同様に 5
%と仮定している.

3.2物性モデル

表ー3には， 数値解析 に用いた物性値一覧を示してい
る. 基礎地盤に関しては ， N 値が 20， 50に対す る地盤

の 変形 係数Eoは道路橋示方書14) の式から ， Eo=2.8N 
( MPa)を用 い， 一軸圧縮強度qu に関しては T erzaghi
and Peck の式のqu = N /80 ( MPa)を用 いて それぞれ算
出 し た. N 値が 20， 50の 基礎地盤に関しては 完 全弾 塑

性体を定義し， 岩盤 ， コン クリート基礎に関しては 予
備解析 により 塑性域に至らな いこ とを確認 後 ， 弾性体

と 定義した. また， 重錘に関しでも ， 実験 終了 後に 塑
性変形 が生じて いな いこ とを確認 して いるこ と より ，
弾性体と仮定している.
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表-3数値解析に用いた物性値一覧

基礎地盤
N=20 

N=50 

岩盤
コンクリート

(a)コンクリー ト
， ，--，，" ポアソン比

V， 
0.167 

0.167 

(b) 鋼材

工「←京ヲソン比
Vs 

0.300 

0.300 

( c) E PS 
ポアソン比

Ve 
0.00 

(d)基礎地盤

変形係数 ポアソン比 圧縮強度

Eo(GPa) Vo qu(MPa) 
0.056 0.400 0.250 

0.14 0.300 0.625 

5.00 0.250 

24.0 0.167 

各材料の構成則に関しては， 簡易なモデルを用いる
こととし， LS-DYN A に予め組み込ま れている材 料物
性モデ、ルl討を採用することとした.

図-6には本数値解析に用いた 各材料の応力 ひず
みモデルを 示している. (a)図には 擁壁本 体 やRC版
のコンクリ ト要素 部に用いた応力 ひずみ関係を示
している. このモデルは， 要素 の負圧力(応力として
評価する場合には三方向の直応力成分の平均値で， こ
の値が引張応力を意味する)がカットオフ値に達した
段階でいず、れの方向へも引張応力が伝達しないように

定義 されている. 圧縮側に対しては材料試験に基づき
0. 2 o/cひずみ時の応力を降伏応力とし， 0. 15 %ひずみに
達した状態で降伏するものと仮定してパイリニア型に

モデル化している. 本 解析では， 降伏応力として圧縮
強度 冗を， 引張側の破壊圧力(カットオフ値)として
圧縮強度の 11 10 を仮定している.

(b)図には異形鉄筋要素 に用いた応力 ひずみ関係
を示している. ここで採用したモデルは， 降伏後の硬
化係数ゲを考慮 した等方 弾 塑性体 モデ、ルで、ある. 本
研究では， 既往の研究成果15)に基づきH' = Es / 100 
と仮定している. なお， コンクリートおよび異形鉄筋
に関する降伏の判定は， von Misesの降伏条件 に 従うこ
ととしている.

(c)図にはE PS材の要素 に用いた応力 ひずみ関係
を示している. ここでは等方クラッシャブソレモデルを
適用し， 静的な材料試験より得られた 特性値である 5
9もひずみ時の弾性限界 応力を 0.11 M Pa， 55 %ひずみ時

の応力を 0.22 M Pa， 7 0  %ひずみ時の応力を 0.38 MPa 
とするトリリニア型にモデ、ル化している. なお， 除荷
時には載荷時の初期弾性係数である 2. 2 M Pa を定義し
ている. ま た， 引張側はカットオフ値を零応力として
弾 塑性状態を仮定している.

なお， コンクリートおよび鉄筋のひずみ速度効果や
ひずみ軟化 現象等は考慮、していない.

4. 転倒安定性評価に関する基本的な考え方

転倒安定性評価の方法は， コンクリー ト基礎上で滑
動を制御した実験結果を基に重心浮上量算定式を提案
している. したがって， 落石が衝突することにより，
擁壁は 擁壁基部前面を回転中 心(後述の図ー15にお
けるO点)とする回転運動を起こし， 擁壁重心位置が
回転中心より前面に移動した場合に転倒するものとし
た. 本研究では， 提案した重心浮上量算定式が基礎地
盤の物性を変化させ， 擁壁底面と地盤面との滑動を許
容させた二層緩衝構造を設置した 擁壁への適用性を検
討することとしている. このことから， 本研究では，
実験結果や数値解析結果から得られる最大衝撃力や重
心浮上最を実設計に供するために提案している算定式
から得られる値と比較することにより， 各 算定式の妥

- 1667 -



一一一実験値…ぃ…コンクリート
1000 

750 

500 

ハリε、，v今ム
門h
掛
題
担
制

(Z4)
 

一一一 岩盤N50 一一� N20

(Z』)
円h
掛市灘酬輔
刷

内リハUl
 

80 60 

時間(ms)
(b) E25‘R10-V7 

40 20 。
-250U 

-20 ハリハリー80 60 

時間(ms)
(a) E25-R10-V5 

40 20 。

ハリハリハリー

Z 
ニ4

500 
R 建 250

� 
酬

】250
-20 

750 

ハリハリ凸リー

250 

750 (Z4)
 円h
岨胴
担制帽
酬

ハリハリー40 

時間(ms)
(d) E50-RI5-V9 

20 。ハリハリー80 60 

時間(ms)
(c) E50-R 15-V7 

40 20 
-250 

-20 

5.1伝達衝撃力算定式の誘導に関する基本的な考え方

著者らは， 二層緩衝構造の 裏層 EPS 材から 擁壁に伝
達される衝撃力の算定式は， 表層RC版の機能維持の
ための版厚の確保を前提として， 佐藤らが定式化した
三層緩衝構造に関する最大伝達衝撃力算定式16)の誘
導法の考え方に基づき検討を行っている10) すなわ
ち， 実験結果より 落石がRC版に衝突することによっ
て発生する衝撃力波形を推定し， 衝突後 は その力積に
よってRC版が運動するものと 簡略化している. これ
により， 裏層 EPS 材 への入力エネルギー は， 落石の
衝突力積とRC版の運動量を等価とすることにより，
算定可能となる. ま た， 伝達衝撃力はこの入力エネル
ギーが全て EPS 材の 塑性変形により吸収されるものと

重鍾衝撃力波形

仮定することにより算定可能となる.
具体的な伝達衝撃力算定の流れを示すと， 1) 落石が

RC版に作用する最大重錘衝撃力は， Hel1z の接触理
論に基づく振動便覧式17)により， RC版厚が 10cm，
15 cm に対してRC版の見かけ上のラーメの定数をλ=
2，000 kN/m2， λ= 6 ，0似) kN/m2と仮定し算定する. 2) 
表層RC版に作用する重錘衝撃力の力積は， 図-7に
示す重錘衝撃力波形から表層RC版に衝突する時の波
形成分のみを考え， 載荷時間 12 ms の 正弦半波波形と
仮定し算定する10) 3 )算定された力積とRC版の運動
量が等価で、あると仮定し，RC版が得る衝撃エネルギー
を算定する. 4 )この衝撃エネルギーが全て 裏層 EPS 材
の 塑性変形によって吸収され 擁壁本 体に伝達されるも
のと仮定し， その時の 裏層 EPS 材の弾 塑性応力を算定
する. これが伝達衝撃応力となる. 5)伝達衝撃力は，
裏層 EPS 材の伝達衝撃応力を積分することにより求め

る. 伝達衝撃応力が分布する領域 は， 実験結果からA
= 2 .0 m2と設定している.

国一7

当性を検討することとしている.
重心浮上量算定式の流れは， 次 のとおりである. す

なわち， 1) 擁壁本体に作用する伝達衝撃力を算定する.
2)伝達衝撃力による力積を 簡易に評価するため， 伝達
衝撃力波形を， 振幅が最大伝達衝撃力とする矩形波に
換算し， その時の力積が等価となる換算荷重継続時聞
を決定する. 3)力積モーメントを算定して， 力積モー
メントと角運動量が等価であるとの仮定から， 初角速

度を算定する. 4 )エネルギ一保存の法則に基づき， 擁
壁重心浮上量を算定する.

5. 重心浮上量の検討

5.2衝撃力算定式の適用性

表層RC版に作用する最大重錘衝撃力は， コンクリー
ト基礎上で 擁壁の滑動を制御した実験結果では， 振動
便覧式17)においてRC版厚が 10cm， 15 cm に対して

RC版の見かけ上のラ メの定数をλ=2，000 kN/m人λ
=6β00 kN/m2で評価可能であることが明らかになっ

ている. その評価方法と基礎地盤の物性を変化させ，
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EPS材の応力一ひずみ関係

ネルギーがι= 81 kJでは， 解析値は振動便覧式の算
定値の 80 % 程度となることが分かる. これらのこと
から， 表層RC版に作用する最大重錘衝撃力は， 基礎
地盤の物性値が変化した場合でもRC版厚が 10 c m， 
1 5  c mに対してRC版の見かけ上のラーメの定数をλ=
2，000 kN/ m人λ = 6，000 kN/ m2と仮定することにより，
大略評価可能で、あることが分かる.

次に， RC版が得る衝撃エネルギ-Ewは， 表層RC
版厚をhιとして次式で与えられる.

図-9

E -
2×9 8×0.0122 一

礼 49 π2hc
�a (2 ) 

二層緩衝構造は， 主に表層RC版で 落石等による衝
撃力を分散させ， 裏層 EPS材で、衝撃エネルギーを吸収
する構造となっている. 裏層 EPS材は， 50 % ひずみ
程度 までの 塑性域の応力が 0.2 M Pa 程度であることよ
り， 大きな緩衝効果が期待できる. したがって， 表層

RC版は， 衝撃力による多少の 塑性変形は許容するも
のの， 落石が貫通することなく， 衝撃力を広く分散さ
せて EPS材に伝達させる性能を保持していなければな
らない. 伝達衝撃力算定に用いた EPS材の応力{ ひず
み関係は， 載荷速度 10 mm! minにおける静 載荷試験結
果を多折線に近似することとした. 図-9に EPS材の
応力 ひずみ関係を示す.

最終的に， 伝達衝撃力l'tは， 裏層 EPS材厚をhe，
EPS材のひずみをεとして次式のように決定される8)

( 3) 

図-10には， E25-R10 -V 5 および E50-RI5-V7 の伝
達衝撃力波形を示している. 伝達衝撃力波形は， 裏層
EPS材と接している 擁壁本 体 表 面に作用する伝達衝
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。< f < 0.05 

0.05 < f < 0.55 
吋 (0.9 十 三日 州)

fう二

最大重錘衝撃力と衝突エネルギーの関係

擁壁の滑動を許容した解析結果と比較することで妥当
性を検討することとする. 振動便覧式は式 (1 )のよう
に示される.

ここで， 凡:最大重錘衝撃力 ( kN)， λ: 裏層 EPS材
の剛性 特牲を考慮、したRC版の見かけのラーメの定数

( kN/ m2)， H: 落石の換算 落下高さ ( m)， W: 落石等の
重量 (kN)である.

図一7には， E25-R 10 および E50-R1 5における重錘
衝撃力波形を 各 地盤物性の解析結果と実験結果を比較
して示している. 重錘衝撃力は， 重錘 加速度に重錘質
量を乗じて評価している. なお， 波形は重鍾衝突時点
をO msとして整理している. 図より， 解析結果， 実験
結果とも衝突初期に最大応答 値を示し衝突初期から 10
"-' 20 ms程度間は高周波成分が卓越しており， その後
単純な波形性状を示している. 前者の波形は， 重錘が
表層RC版に衝突する時に発生したものであり， 後者
の波形はRC版の 損傷によるエネルギー吸収とともに
EPS材の 塑 性変形に伴う緩衝効果によって発生したも
のと考えられる. 解析値と実験値を比較すると， 衝突
初期の最大重錘衝撃力については同程度の値を示して
いる. また， 地盤の物性が変化しでも最大重錘衝撃力
に大きな差は生じていない. これは， RC版との衝突
によって生じる最大重錘衝撃力が衝突初期に発生する
ことから， 地盤の変形によるエネルギー吸収が発揮さ
れる以前の現象であることによるものと考えられる.
このことから， 最大重錘衝撃力は地盤の物性や 擁壁の
滑動の有無に 依存しないことが明らかになった.

国一8には， 解析結果と実験結果の最大重錘衝撃力
と振動便覧式による結果を比較して示している. 図よ
り， E25 四R10 の場合は， 解析値と実験値が良く一致し
ており， 振動便覧式のラ メの定数をλ=2 ，000 kN/ m2 
と仮定した算定値と良く対応している. E50-R1 5 の場
合には， 衝突エネルギーの増 加と共に， 解析値はラー
メの定数をλ= 6，000 kN/ m2と仮定した振動便覧式の
値に比較して干小さな値となる傾向が伺える. 衝突エ
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(b) E50-R15 (a) E25-RIO 

衝撃力と衝突エネルギーの関係 (基礎地盤:コンクリート)

を取って整理している. なお， 重錘衝突エネルギーは，
E" = M"V2/2より求めている. ここに， M"は重錘質
量(kg) ， Vは重錘の衝突速度(rrゾs)である. 図中の，
解析結果に関しては， 前述のように地盤物性の影響が
小さいことが明らかになっていることにより， コンク
リー ト上に設置した場合の解析結果を用いることとし

た. なお， E25 -R10 の場合にはE"三 81 kJ， E5 0-R15 
の場合にはEIIミ121 kJにおいて， 損傷が激しく数値
解析不能となったことにより， 値が得られていない.
また， E5 0-R15 の丸=121 kJにおいて， 実験結果の伝

達衝撃力は計 測器の不具合により評価不能で、あった.
(a)図および(b)図とも， 伝達衝撃力 fうの算定式か

ら得られる分布性状 は， 衝突エネルギ-E"に対して，
はほやパイリニア型の直線で示されることが分かる. ま

た， 伝達衝撃力P;に関する算定値と重鍾衝撃力凡の
それを比較すると， 衝突エネルギ-E"が小さい領域
(EII < 9 kJ)において， 伝達衝撃力 fうと重鍾衝撃力凡

は同程度の値を示しているが， その後衝突エネルギ
EII の増大とともに両者の差は大きくなっていること
が分かる. このことから， 衝突エネルギーがE" = 9 kJ 
までは， 裏層EPS付ひずみが小さく弾性範囲内にあ

り， それ以との衝突エネルギ-E"に対しては， 裏層
EPS材が塑性域に入るため大きな緩衝効果が期待でき
るものと判断される.
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図-11

撃力分布範囲の衝撃応力を時間毎に集積して得られた
ものである. 伝達衝撃力の最大応答 値に着目すると，
E25-RI0-V5 の場合は解析値と実験値 はよく一致して
いる. E5 0-R 15 -V7 の場合は地盤物性をコンクリート
とした解析値が実験値より若干大きな値となっている
が， その他の地盤物性の解析値は， 実験値より僅かに
小さな値を示している. 解析値のみで比較すると， 地
盤物性の弾性係数の増大とともに最大伝達衝撃力も増
加の傾向を示している. しかしながら， その差は， 10 
% 程度以内である. また， 波形性状に着目すると， 両
ケース とも解析や実験結果の波動継続時聞 が 70 "' 75
m s 程度で， 同様 な台形状の波形性状を示しているこ
とが分かる. これは， 後述する図ー16の重心浮上量
波形より， 擁壁の重心浮上の始動が重錘衝突開始から
25 ms程度経過後であること， また伝達衝撃力が 25 ms 
経過後 に最大値と同程度の値となっていることから，
擁壁の回転は衝突衝撃による応力波の主波動が地盤に
伝達される前に励起されることによるものと考えられ
る. このことから， 伝達衝撃力には地盤物性値や滑動
の有無による影響が微少であるものと考えられる.

図-11 ，こは， 衝撃力と衝突エネルギ-EIIに関する
解析結果と実験結果を提案の算定式による結果と比較
して示している. 凶は， 縦軸に衝撃力(重錘衝撃力九
および伝達衝撃力p;)を， 横軸に衝突エネルギ-EII
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( 3) で得られた伝達衝撃力を計算伝達衝撃力と し て横
軸に取り， 各衝突速度に対応した実験や解析で得られ

た力積を縦軸に示している. なお， 各 地盤物性を入力
した場合の 解析結果はいずれも類似の 値を示すこと よ
り， 特に区別せずにプロットしている . ここで， 力積
F;を計算伝達衝撃力から成る矩形波にモデ、ル化して換
算荷重継続時間企Iを回帰直線から求めると ， 裏層 EPS
材の ひずみ値が弾性域( 0 < f .::; 0. 05)の 場合には企t=

塑性域( 0. 05 < f < 0. 55)の 場合にはI1t= 63 m s  3 0  m s， 
と なる.

図より， 解析値の 力積は基礎地盤の物性の影響が少
なく実験値とほぼ一致していることが分かる. この こ
と から， 換算荷重継続時間企fは， 裏層 EPS材が弾性
域の 場合に対してはI1t= 3 0 m s， 塑性域の場合に対して
は企t = 60 m s で評価可能であるものと 考えられる.

5.4力積モーメントの算定

提案している重心浮上量の 算定式は， 擁壁基部前面
を回転中心と した剛体回転運動と仮定し ている. 従っ
て， 擁壁の 回転初角速度ωを算定するためには， 重錘
衝突時の 伝達衝撃力 fうによる力積モーメント M，を算
定しなければならない

い ま， 図-14 に示すように， 回転中心をO点 ， 擁
壁の 底面から伝達衝撃力Rの 作用中点 までの 高さLと
仮定すると ， 力積モーメント M，は

(a)図より伝達衝撃力ptに関する実験結果や解析結
果と算定値を比較すると ， 衝突エネルギーが孔=8 1  
kJで， 実験{直が賢定値よりも僅かに大きな値を示して
いるが， E" < 81 kJでは， 実験値や解析値は算定値と
同程度の 値を示している. 衝突エネルギーιt二 12 1 kJ 
の 場合の 伝達衝撃力ptに関する実験結果は， 算定値の
3倍程度を示している. これは， 表層RC版や裏層 EPS
材の厚さが衝撃力に対して十分な厚さを確保していな
いこと から， EPS材の 55 % を超える大ひずみが発生
し， 大きな伝達衝撃力ptが生じたものと 考えられる.
(b)図より， 衝突エネルギーがι=8 1  kJ までは， 実験
値や解析値が算定値と同程度の 値を示している. 衝突
エネルギ- E" = 12 1 kJでの 伝達衝撃力Rと 重錘衝撃
力凡の 算定値を比較すると ， 伝達衝撃力ptは重錘衝
撃力fもの 約 1/3 以下 まで減少していることが分かる.

(a)図 の E2 5 -R10 と (b)図 の E5 0-R15 試験体にお
ける重錘衝撃力凡と 伝達衝撃力ptを比較すると ， 表

層RC版を厚くすることにより， 重錘衝撃力凡の 算定
値が 55 % 程度増 加するが， 伝達衝撃力RはRC版が
薄い場合よりも小さな値そ示している. これは， 裏層
EPS材厚を2 倍に厚くしたことで効率的にエネルギー

が吸収されていることを意味している
以上より， E2 5 -RIOおよび E5 0-R15 の 二層緩衝構造

の 伝達衝撃力ptは，RC版の 損傷が顕著にならない範
囲内 において， 解析値と 算定値が良く対応していこと

が分かる. これより， 伝達衝撃力は基礎地盤の物性に
依存せずに， 評価可能で、あるものと 考えられる. また，
二層緩衝構造 は， 基礎地盤の 物性に影響されず緩衝効
果が十分に期待できることが明らかと なった.

換算荷重継続時間企f図-12

図-13

(4) 

ここで， 式( 4 )の積分項は， 伝達衝撃力による力積で
ある. い ま，

( 5) 

ここで， 伝達衝撃力波形が， 計算伝達衝撃力fうを有し
換算継続時間がI1tである矩形波にモデル化できるも
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とすると ，

5.3換算荷重継続時閉会fの評価

ここでは，伝達衝撃力の 力積を求めるため，振幅が最
大伝達衝撃力ptである矩形波に換算評価することを試
みている. その ため， 矩形波とした場合の 換算荷重継
続時間企fを推定している. 図-12には， E5 0-RI5 -V9 

における伝達衝撃力波形を例に換算荷重継続時間I1t
の模式 図を示している.

圏一13 には， 重錘の 衝突速度を 1 mんから2 m/s毎
に増 加させ実験の 最終衝突速度である 11 mん までの式
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のと仮定すると， 力積 F;は，

F;二�企f

と求 まる.

5.5回転初角速度および重心浮上量の算定

衝撃力Pの載荷により， 擁壁がO点を中心に回転を
始めるものとすると， 回転初角速度ωは次 式より求め
ることができる. すなわち， 擁壁の単位体積重量をρ，
擁壁の設計延長をBとし， 図-15に示すように回転

中心0点から任意の微少要素dA までの距離をrとす
ると， 擁壁の角運動量Hοは，

ω
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として示される. ここで o点 に関する 擁壁の慣性
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であることより， 式(8 )は，
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として示される. ここで， 力積モーメント M，と角運
動量Hoが等価であることより， 初角速度ωは，
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として求めることができる. なお， 0点に関する慣性
モーメントIυは， 国一15より，

10 二1c;+ Mr� ( 12) 

となる. ここでたは重心点の回転慣性モー メント， M
は 擁壁の質量 rc;は重心点 からO点 までの距離であ
る. い ま， 運動エネルギーが保存されるものと仮定す
ると， 並進運動を伴なわないことより， 擁壁の回転量
あるいは重心点の浮土量hc;は， 回転エネルギー と位

L 

LG 重心高さ

M:擁壁の全質量
rG: 0点から重心点G

までの距離

。

図-15擁壁回転運動の模式図

(7) 

置エネルギーが等価の関係より， 以下のように算定さ
れる. jw2二 Mghc; (13) 

式( 13)に式( 11)を代入し整理すると， 重心浮上量ん
は次 式のように示される.

10 L2F，2 L2F，2 
G 二一一一ーで一二一ームー ( 14) 
� 2 Mg ItJ 2 Mglo 

よって， 式( 14)を用いることにより， 落石衝突時の
擁壁重心位置の重心点浮上量が算定可能となる. した

がって， 回転安定の条件は， 以下のように示される.

( 8 ) 
hc;<rc;-Lc; ( 15) 

ただし， 質量 M および重心点から回転中心点 までの
距離rc;は， 設計的に安全側で評価するものとし， 緩衝
構造は考慮せず 擁壁本体のみとする.

(9) 5.6重心浮上量算定式の適用性

ここでは， 重心浮上量んに関する算定値と実験値
や解析値との比較を行い， 提案の算定式に関する基礎
地盤の物性の影響に対する適用性を検証する.

図-16には， 擁壁本体の重心浮上量波形を示してい
る. 実験結果の重心浮上量の波形は， 擁壁本体の運動
を剛体回転運動と仮定し， 擁壁前面の 各点の変位波形
から回転角を求め賢定している. 図より， 重心浮上量
の波形は， 正弦半波波形を呈しており， 擁壁基部前面
を中心とした回転運動を示している. 解析結果と実験
結果を比較すると， 波形性状は両者同様 な傾向を示し
ていることが分かる. 重心浮上量の最大応答値に着目
すると， 解析値と実験値では， ほぼ同程度の値を示し
ている. これは， 擁壁本 体に作用する伝達衝撃力に大
きな差がないことによるものと考えられる. また， 各
地盤物性に対する解析値を比較すると， 弾性係数の小
さい場合の最大重心浮上量は大きな値を示している.
しかしながら， その差は 20弘程度以内である. この
ことから， 基礎地盤の物性の違いによる重心浮上量へ
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図-16重心浮上量波形

の影響は微少であるものと推察される. また， コンク
リート基礎の重心浮上量に着目すると， 解析値は実験
値より小さな値となっている. これは， 解析の場合に
は， 擁壁のj骨動によってエネルギ←が吸収される可能
性があるのに対して， 実験の場合には， そのような現
象が生じ得ないこと等によるものと推察される.

国一17には， 横軸に衝突エネルギ-E"を， 縦軸に
重心浮上量hcを示し， 実験値や解析値と算定値を比
較して示している. なお， 各 基礎地盤物性を入力して
得られる解析結果には大差がないことより， ここでは
区別せずにプロットすることとしている.

図より， 衝突エネルギーがE" = 81 kJ までは， E25-
R10 と E50 -R 15の両 ケースとも実験値や解析値と算定
値が比較的良く対応しているのが分かる. しかしなが
ら，衝突エネルギーが孔=121 kJの場合には， 両 ケー
スとも実験値の重心浮上量が算定値に比べて小さな値
を示しており， 日0-R1 5 は E25-R10 に比べ 7 割程度
値となっている. これは， E50 -R1 5 の 裏層 EPS材厚が
E25-R10 の 2倍であることから， EPS材の 擁壁側ひず
み量がRC版側ひずみ量よりも小さくなることにより，
伝達衝撃応力も計算仮定よりも小さくなることによる
ものと推察される. また， 本 擁壁形状における限界 重
心浮上量はhc= 206 111 mであり， 転倒安定性に関して
は十分な安全余裕度を保持していることが分かる.

このことから， 二層緩衝構造を設置した C製落石防
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図-17衝突エネルギーと 最大重心浮上量

護 擁壁の重心浮上量に関する提案の算定式は，表層RC
版が落石により貫通することなく機能を保持し， 裏層
EPS材のひずみが 55 % と以下となるように伝達衝撃
力算定時の必要厚さが確保されている条件下では， 基
礎地盤の物性に関わらず工学 的に妥当であるものと判
断される.

6. まとめ

本研究では， 二層緩衝構造を設置した落石防護 擁壁
のより合理的な耐衝撃設計法の確立を目的として， 擁
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壁の転倒安定性の評価方法として 提案した重心浮上量
算定式が， 基礎地盤の物性が変化し， 擁壁底面と滑動
を許容した場合における適用性についての検討を行っ
た. 提案した重心浮上量算定式は， 擁壁基部前面を回
転中心とした剛体回転運動と仮定している. 提案した
算定式の適用性は， コンクリート基礎上で滑動を制御
した実規模実験結果と基礎地盤の地盤物性を変化させ
擁壁底面と地盤面とのj骨動を許容させた 3 次元弾 塑
性衝撃応答解析結果を比較し検討を行った. なお， 本
研究では， 現場で最もよく施工されかっ実規模実験に
おいても採用されている， 高さ 2 m の擁壁を用い， 緩
衝構造に関しても表層材RC版の厚さが 10 � 1 5  cm， 
裏層E PS材の厚さが 25 � 50 cm である場合を対 象と

して検討を行った. 本研究で得られた結果を要約する
と， 以下の通りである.

(1) 二層緩衝構造のRC版に作用する最大重錘衝撃力
は， 基礎地盤の物性や擁壁本体の滑動の有無に 依
存せず振動便覧式13)で評価可能である.

(2)擁壁本 体に作 用する伝達衝撃力は， 基礎地盤の物
性や擁壁本 体の滑動の有無による影響が微少で
ある.

(3 ) 二層緩衝構造 は， 基礎地盤の物性や擁壁本 体 の
滑動の有無に関わらず緩衝効果が十分に発揮さ
れる.

( 4 ) 二層緩衝構造を設置した C製落石防護擁壁の重心
浮上量に関する 提案の算定式は， 基礎地盤の物性
や擁壁本 体の滑動の有無に関わらず， 表層材RC
版の機能保持と 裏層E PS材の伝達衝撃力算定時の
必要厚さを確保することを前 提に， 工学 的に十分
適用可能で、ある.

謝辞:本論文を まとめるに当たり， 室蘭工業 大学大学
院の名雪利典氏を始め構造力学講座の諸氏に多大なる

協 力を頂いた. ここに記して謝意を表 する.
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